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平成２４年３月期 中間決算短信(連結)    

会 社 名        三 国 商 事 株 式 会 社                              平成２３年１１月２４日 
コード番号   ８０６２                    本社所在都道府県 
（URL http://www.mikunishoji.co.jp/）                 東京都 
本 社 所 在地        東京都港区浜松町一丁目１０番７号              
代 表 者  取締役社長  井上 純吉 
問合せ先責任者 総務部長   下村  定             TEL （03）3438－1021 
決算取締役会開催日  平成２３年１１月２４日    
米国会計基準採用の有無  無 

１．２３年９月中間期の連結業績（平成２３年４月１日～平成２３年９月３０日） 

（１）連結経営成績                    記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 

 売 上 高        営 業 利 益        経 常 利 益        

 

２３年９月中間期 

２２年９月中間期 

百万円    ％ 

１１,２５０(  △５.６)

１１,９１５(  ２８.８)

   百万円     ％ 

５７(  △４.１) 

５９(  ４６.０) 

   百万円     ％ 

４８( ２３１.９)

１４( △４７.３)

２３年３月期 ２３,１３４ ６３ １６ 

 

 
中 間 （ 当期 ） 純 利益            

１株当たり中間    
（当期） 純利益 

潜在株式調整後１株当た 
り中間（当期） 純利益 

 

２３年９月中間期 

２２年９月中間期 

   百万円     ％ 

１７(     ―)

△２１(     ―)

        円  銭 

３  ０１ 

△３  ５２ 

        円  銭 
         ―   ― 
         ―   ― 

２３年３月期  １０４     １７   ５４          ―   ― 

（注）  1．持分法投資損益 ２３年９月中間期  ― 百万円 ２２年９月中間期  ― 百万円 ２３年３月期  ― 百万円 

2．期中平均株式数（連結）２３年９月中間期 ５,９８１,４８２株 ２２年９月中間期 ５,９８１,５７１株 ２３年３月期 ５,９８１,５２６株 

3．会計処理の方法の変更 無 

4．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

（２）連結財政状態 

 総 資 産       純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 

２３年９月中間期 

２２年９月中間期 

      百万円

７,６１０

８,２５３

      百万円

１,６９４

１,６０８

        % 

２１．３ 

１８．５ 

      円  銭 

２７１  １０

２５５  ６９

２３年３月期 ７,５７２ １,７１９ ２１．９ ２７６  ８９

（注）期末発行済株式数（連結）２３年９月中間期 ５,９８１,４８２株 ２２年９月中間期 ５,９８１,４８２株 ２３年３月期 ５,９８１,４８２株 

（３）連結キャッシュ･フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る
キャッシュ･フロー 

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ･フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高          

 

２３年９月中間期 

２２年９月中間期 

           百万円

△４０４

１６

           百万円

△２

△３

           百万円 

△８７ 

１４１ 

            百万円

６２６

９８６

２３年３月期 １９５ １６３ △３８ １,１２７

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数 ６ 社  持分法適用非連結子会社数 ― 社  持分法適用関連会社数 ― 社 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結（新規） ― 社 （除外） ― 社  持分法（新規） ― 社 （除外） ― 社 

２．２４年３月期の連結業績予想（平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日） 

 売 上 高          経 常 利 益          当 期 純 利 益          

 

通 期      

         百万円 

２２,２００

         百万円 

７０ 

         百万円 

３０

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    ５円   ０２銭 

※上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき算出した値ですので、実際の決算とは異なる可能性 

 があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の６ページを参照して下さい。 
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１．企業集団の状況 

  当社グループは、当社及び子会社６社で構成され、各種絶縁材料･電子部品･鉄鋼及び電線等の販売を 

主たる事業としております。 

金属事業 

  当事業においては、表面処理鋼板、薄板、電磁鋼板、ブリキ、ステンレス、磨帯鋼等を販売しております。 

電線事業 

  当事業においては、加工付電線、電子機器用電線、巻線、メッキ線、ゴム製品、絶縁線、裸線等を販売し

ております。 

化成品事業 

  当事業においては、銅張積層板、合成樹脂、絶縁材料、フィルム、半導体、電子部品等を販売しておりま

す。 

海外 

海外子会社において上記事業の取扱商品を販売しております。 

事業の系統図は、次のとおりであります。 
 

 
得        意        先 

 
 
 

 
海    外 

   
主要株主 

  
主要株主 

三国（国際）有限公司 
三国（上海）電器件有限公司 
三国永業（天津）国際貿易有限公司 
Mikuni Asia Pacific Pte.Ltd. 
三国貿易（深圳）有限公司 
MIKUNI SHOJI MALAYSIA SDN.BHD. 

日立電線（株） 日立化成工業（株）

 
 

 
当   社 

 
 

金 属 事 業

 
 

電 線 事 業

 
 

化 成 品 事 業

 
 
（注）        は商品販売の流れ、      は商品仕入の流れであります。 
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２．経営方針及び経営成績 

１．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

    当社グループは、電機･電子機器関連材料を扱う商社として、“いつでもお役に立つ三国商事”を合言

葉に、「顧客第一主義」を基本方針として、①収集した情報の有効活用、②新商品の紹介等提案型営業

に徹すること、③流通や各種サービスの充実、④海外営業拠点の拡充等を通じて当社業務の付加価値を

高め、作り手側と使い手側双方から真に有効であると認められ信頼される商社を目指して、業容の拡大、

発展を図ることを目標としております。 

  

（２）会社の利益配分に関する基本方針 

    当社は創業以来利益確保に努め、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識し

ております。配当につきましては、各決算期の経営成績並びに今後の事業展開を考慮し、安定した配当

を維持・継続しつつ、株主の皆様に還元していくことを基本方針としております。 

    また、内部留保金につきましては、企業体質の強化及び事業拡大の原資として活用し、これがひいて

は将来、安定的配当に寄与していくものと考えております。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

    当社グループの主要取引先である電機･電子関連業界を中心に、生産拠点の海外移管が続き国内   

生産能力の縮小や現地調達率の拡大等から、国内需要は引き続き低速し厳しい状況が続くものと思   

われます。 

    このような状況下で当社グループは、海外営業拠点（香港･上海･天津・深圳・シンガポール）の拡充

に一層注力して国内の空洞化に対処し、パソコンや携帯電話機等の情報通信分野向け材料の取扱を増加

させることに重点的に取り組むと共に、既に取得いたしております「ＩＳО１４００１」による環境保

全活動及び環境負荷の少ない製品等の仕入･販売の推進及び商社の重要な財産の一つであります「人材

の育成」をさらに徹底し、エレクトロニクス分野に強い専門商社を目指したいと考えております。 

 

（４）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

    当社はコーポレート・ガバナンスの重要性を十分認識し、経営の透明性や公正性の向上に努めるとと

もに、迅速かつ効率的な意思決定を行うことができる経営管理体制を構築すべく取り組んでおります。 

    取締役会は月１回以上開催し、経営に関する方針・計画及び業務執行に関する重要事項を決定すると

ともに、毎月の業績状況等についても執行管理を行っております。 

    監査役につきましては、監査役２名を社外から迎えており、監査役の経営監督機能の充実に努めてお

ります。監査役は、取締役会等重要な会議に出席し、取締役の職務執行を十分監査できる体制になって

おります。また、当社は、新日本有限責任監査法人と会計監査契約を締結して財務諸表の信頼性を確認

し、経営の透明性を確保しております。 
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２．経営成績 

（１） 当中間期の概況 

① 中間期の業績 

    当中間連結会計期間における我国経済は、東日本大震災の発生により大きな被害を受けたサプライチ

ェーンの復旧が早期に進むとともに、懸念されていた電力不足も回避されたことで、緩やかな回復基調

にありました。しかしながら、欧米経済の低迷や急激な円高による輸出環境の悪化、雇用改善の遅れや

個人消費の停滞など依然として厳しい状況が続いております。 

    このような経済環境下にありまして、当社グループは、既存顧客からの継続案件の維持・拡大に努め

るとともに、新規市場へのアプローチや中国、東南アジア等の海外市場へ向けて海外子会社と連携し、

積極的な営業展開を進めてまいりました。また、引き続き経費の削減や業務効率向上等の諸施策を行い、

更なる財務体質の強化に努めました。 

    しかしながら、厳しい受注動向の影響により、当中間連結会計期間の売上高は、前年同期比６％減の

１１２億５０百万円、売上総利益は、前年同期比６％減の８億４５百万円にとどまりました。損益面で

は、営業利益が前年同期比４％減の５７百万円となりましたが、経常利益につきましては前年同期比２

３２％増の４８百万円、また、中間純利益も１７百万円（前年同期は中間純損失２１百万円）を計上す

ることができました。 

 

    以下、報告セグメントごとに業績の概況をご報告いたします。各セグメントの売上高は、外部顧客へ

の売上高を記載しております。 

金属事業 

当セグメントの売上高は２３億３百万円、営業損失は１３百万円となりました。 

東日本大震災復興支援の需要はあったものの、全体的な建築関係向け需要は、昨年同様低調に推移い

たしました。更に主要取扱製品である表面処理鋼板は、海外ゲーム機及びタブレット型ＰＣ向け電気

亜鉛メッキ鋼板が、販売不振により大幅に減少いたしました。 

 電線事業 

当セグメントの売上高は３２億３９百万円、営業利益は３百万円となりました。 

重電及び自動車向けの巻線は、本年３月に発生した東日本大震災の影響により、上半期前半は仕入先の

供給ストップや顧客の納入延期の影響を受けたため、大幅に落ち込みましたが、仕入先が予想より早期

に復旧したことに加えまして、復旧後に自動車メーカーの納入要求に迅速に対応したため、売上が増加

いたしました。加えまして、遊技機向け機器用電線が新規案件の受注獲得等により好調に推移いたしま

した。 

 化成品事業 

当セグメントの売上高は３２億６９百万円、営業利益は３３百万円となりました。 

主力の配線板用銅張積層板が、テレビ及びパソコン向けは低調に推移いたしましたが、車載及び太陽光

発電パワーユニット向け等が伸長し売上が増加いたしました。しかしながら、配線板につきましては、

遊技機向けが東日本大震災の影響を受け、大手遊技機メーカーの生産が下半期にずれ込み、売上が減少

するとともに、前期まで好調であったブルーレイ等レーザー用半導体も、搭載されるブルーレイ及びパ

ソコンの販売が低迷したことに伴い、低調に推移いたしました。 

 海外 

当セグメントの売上高は２４億３８百万円、営業利益は１７百万円となりました。 

全般的には、中国の内需拡大と輸出に支えられてきましたが、期末には在庫調整の兆しが見えてまいり

ました。また、日本のエコポイント駆け込み需要で、白物家電及び薄型ＴＶ関連が好調を維持し、ゲー

ム機関連は上半期前半は減産で低迷いたしましたが、後半は新機種立上で回復いたしました。 
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   ②キャッシュ･フローの状況 

    当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、６億２６百万円とな

り前連結会計年度末より５億円減少いたしました。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

 

  （営業活動によるキャッシュ･フロー） 

    当中間連結会計期間において営業活動の結果使用した資金は４億４百万円となりました。主な増加要

因は、仕入債務の増加であり、主な減少要因は、売上債権の増加によるものであります。 

 

  （投資活動によるキャッシュ･フロー） 

    当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は２百万円となりました。これは主に、投

資有価証券の取得による支出によるものであります。 

 

  （財務活動によるキャッシュ･フロー） 

    当中間連結会計期間における財務活動の結果使用した資金は８７百万円となりました。これは主に、

銀行借入金の減少によるものであります。 

 
なお、当社グループのキャッシュ･フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 ９５期 ９５期 ９６期 ９６期 ９７期 

 平成２１年

９月期 

平成２２年 

３月期 

平成２２年

９月期 

平成２３年 

３月期 

平成２３年

９月期 

自己資本比率（％） ２１.４ ２０.７ １８.５ ２１.９ ２１.３

時価ベースの 

自己資本比率（％） 

 

９.７

 

９.２

 

８.０

 

８.２ 

 

８.６

キャッシュ・フロー 

対有利子負債比率 ２.０ ８.５ ８４.４

 

１３.１ ―

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ（倍）

 

 ３２.５

 

８.７

 

 １.０

 

６.３ 

 

 ―

（注） 

 １．自己資本比率:自己資本／総資産 

 ２．時価ベースの自己資本比率:株式時価総額／総資産 

 ３．キャッシュ・フロー対有利子負債比率:有利子負債／営業キャッシュ･フロー 

４．インタレスト・カバレッジ・レシオ: 営業キャッシュ･フロー／利払い 

（補足） 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

３．営業キャッシュ･フローは連結キャッシュ･フロー計算書の営業活動によるキャッシュ･フローを使用し

ております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負

債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ･フロー計算書の利息の支払額を

使用しております。 

４．キャッシュ・フロー対有利子負債比率の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算する

ため２倍にしております。 
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（２） 通期の見通し 

    今後の我国経済は、海外の金融不安等を背景とした円高の長期化及び企業業績の先行き不透明感によ

る設備投資の見直しや生産調整等、依然として厳しい状況が続くものと予想されます。 

    このような経済環境下にありまして、当社グループは、新規事業推進体制の充実や収益性の改善に積

極的に取り組むとともに、中国、東南アジアでの商圏拡大に向け一層のグローバル展開を推し進め、更

なる競争力の強化と財務体質の改善に努めてまいる所存であります。 

    なお、通期の連結業績につきましては、売上高２２,２００百万円、経常利益７０百万円、当期純利

益３０百万円を予想しております。 
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３．中間連結財務諸表等 

１．中間連結貸借対照表 

                                          （単位：千円） 

         期 別 

科 目 
前中間連結会計期間末 

（平成２２年９月３０日現在）

当中間連結会計期間末 
（平成２３年９月３０日現在）

 前連結会計年度末 
（平成２３年３月３１日現在）

〔 資 産 の 部 〕         

流 動 資 産 ７,５８３,０８９

 

７,００５,６７３ ６,９３３,６９４

  現 金 及 び 預 金 

  受取手形及び売掛金 

電 子 記 録 債 権 
  た な 卸 資 産 

  繰 延 税 金 資 産 

未 収 還 付 法 人 税 等 

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 

９８６,２１２

５,５６１,９０２

―

８２５,７０７

４５,０９８

―

２５５,９５６

△ ９１,７８８

６２６,４２７ 

５,０９６,６７６ 

２８６,１５０ 

８１５,５９０ 

５５,２３３ 

― 

２２０,７０１ 

△ ９５,１０６ 

１,１２７,３３５

４,７３９,２７１

―

７２４,０００

５９,０５１

１,００６

３７８,３２８

△ ９５,２９９

固 定 資 産 ６６９,９５３ ６０４,６６２ ６３９,２１０

有 形 固 定 資 産 ３６９,４５８ ３５１,７７９ ３６１,３８５

 無 形 固 定 資 産 ３,７９０ ３,６１１ ３,６４０

 投 資 そ の 他 の 資 産 ２９６,７０４ ２４９,２７１ ２７４,１８４

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 

３４２,９５５

△ ４６,２５１

２９５,３９２ 

△ ４６,１２１ 
３２０,３１０

△ ４６,１２６

資 産 合 計 ８,２５３,０４２ ７,６１０,３３５ ７,５７２,９０５

〔 負 債 の 部 〕         

流 動 負 債 ６,４４７,６５０

 

５,６１７,６６７ ５,５５５,０７９

  支払手形及び買掛金 

  短 期 借 入 金 

  未 払 法 人 税 等 

役 員 賞 与 引 当 金 

  そ の 他 

３,５４４,１０７

２,７７０,６３９

９,１７２

―

１２３,７３１

３,０４８,５９９ 

２,４３４,２２７ 

１９,６６０ 

― 

１１５,１８０ 

２,９２８,８８５

２,４９３,１３３

１４,８２３

６,０００

１１２,２３７

固 定 負 債 １９６,８４４ ２９８,３９８ ２９８,１８２

 長 期 借 入 金 

退 職 給 付 引 当 金 

  役員退職慰労引当金 

繰 延 税 金 負 債 

―

１２０,３３５

５２,５８０

２３,９２８

８１,９３０ 

１１６,１６９ 

６７,８２０ 

３２,４７８ 

８３,９０９

１２０,１２８

６０,０２０

３４,１２４

負 債 合 計 ６,６４４,４９４ ５,９１６,０６６ ５,８５３,２６１

〔 純資産の部 〕 

株 主 資 本 １,５７７,５３１

 

１,６９１,５７８ １,７０３,４９５

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

３５０,０００

１,３３３

１,２２９,０９６

△ ２,８９８

３５０,０００ 

１,３３３ 

１,３４３,１４３ 

△ ２,８９８ 

３５０,０００

１,３３３

１,３５５,０６０

△ ２,８９８

その他の包括利益累計額 △ ４８,１０７ △ ６９,９７１ △ ４７,２６６

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

△ ７,８４４

△ ４０,２６３

△ １５,４５６ 

△ ５４,５１４ 

４,５０３

△ ５１,７７０

少 数 株 主 持 分 ７９,１２４ ７２,６６１ ６３,４１４

純 資 産 合 計 １,６０８,５４７ １,６９４,２６８ １,７１９,６４３

負 債 ・ 純 資 産 合 計 ８,２５３,０４２ ７,６１０,３３５ ７,５７２,９０５

 



 ８

２．中間連結損益計算書 

                                          （単位：千円） 

         期 別 

 

 

 科 目 

前中間連結会計期間（Ａ）

自 平  成  ２２ 年 ４ 月  １日 
（                  ）
至    平  成  ２２ 年 ９ 月 ３０日 

当中間連結会計期間（Ｂ）

自 平  成  ２３ 年 ４ 月  １日 
（                  ）
至    平  成  ２３ 年 ９ 月 ３０日 

前連結会計年度 

自 平  成  ２２ 年 ４ 月  １日 
（                  ）
至    平  成  ２３ 年 ３ 月 ３１日 

 

Ｂ／Ａ

（％）

売 上 高 

売 上 原 価 

１１,９１５,２９０

１１,０１４,９６４

１１,２５０,４３１

１０,４０４,５６４

２３,１３４,９４０

２１,４２５,６９０

９４

９４

売 上 総 利 益 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 

９００,３２６

８４０,６８１

８４５,８６６

７８８,６７３

１,７０９,２５０

１,６４５,９１４

９４

９４

営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 

受 取 配 当 金 

雑 収 入 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

為 替 差 損 

手 形 売 却 損 

雑 損 失 

５９,６４４

２７,５１７

２０,７３８

２,２９１

４,４８６

７２,６６４

１６,３７５

４８,２２７

５,１１８

２,９４２

５７,１９２

２８,４４０

１７,２５５

２,８１７

８,３６８

３７,５１９

１６,１７９

８,４２８

４,７４３

８,１６８

６３,３３５

５５,８３５

３９,４２２

７,３１６

９,０９６

１０２,４４０

３１,５２５

５５,２５４

１０,０７８

５,５８２

９６

１０３

８３

１２３

１８７

５２

９９

１７

９３

２７８

経 常 利 益 

特 別 利 益 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 

特 別 損 失 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 

１４,４９６

―

―

１,９７４

―

１,９７４

４８,１１３

―

―

６,４１１

６,４１１

―

１６,７３０

１２７,９３３

１２７,９３３

１,９７４

―

１,９７４

３３２

―

―

３２５

―

―

税金等調整前中間(当期)純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

１２,５２２

１３,６９４

１２,３９３

４１,７０２

１２,６４７

２,０３２

１４２,６８８

２５,０８１

８,３５７

３３３

９２

１６

少数株主損益調整前中間（当 

期）純利益又は少数株主損益 

  調整前中間(当期)純損失(△) 

少 数 株 主 利 益 

△ １３,５６５

７,４６６

 ２７,０２２

９,０３２

１０９,２４９

４,３１７

―

１２１

中 間 (当 期 )純 利 益 又 は 

中 間 (当 期 )純 損 失 (△ ) △ ２１,０３２  １７,９９０ １０４,９３１  ―

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ９

３．中間連結包括利益計算書 

（単位：千円） 

          期 別 

 

 

 科 目 

前中間連結会計期間（Ａ）

自 平  成  ２２ 年 ４ 月  １日 
（                  ）
至    平  成  ２２ 年 ９ 月 ３０日 

当中間連結会計期間（Ｂ）

自 平  成  ２３ 年 ４ 月  １日 
（                  ）
至    平  成  ２３ 年 ９ 月 ３０日 

前連結会計年度 

自 平  成  ２２ 年 ４ 月  １日 
（                  ）
至    平  成  ２３ 年 ３ 月 ３１日 

 

Ｂ／Ａ

（％）

少数株主損益調整前中間（当期）

純利益又は少数株主損益調整前

中間（当期）純損失（△） 

そ の 他 の 包 括 利 益 

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

△１３,５６５

△２５,３７７

△３７,４０２

２７,０２２

△１９,９６０

△２,５２９

１０９,２４９

△１３,０２９

△５１,４１９

―

―

―

そ の 他 の 包 括 利 益 合 計 △６２,７８０ △２２,４８９ △６４,４４９ ―

包 括 利 益 △７６,３４６ ４,５３２ ４４,７９９ ―

（内訳） 
親 会 社 に 係 る 包 括 利 益 

少数株主に係る包括利益 

 
△８１,４３８

５,０９１

△４,７１４

９,２４７

 
４５,３６７

△５６８

―

１８２

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １０

４．中間連結株主資本等変動計算書 

前中間連結会計期間（自 平成２２年４月１日 至 平成２２年９月３０日） 

（単位：千円） 

 株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 300,000 1,333 1,303,227 △2,882 1,601,678

中間連結会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 

剰余金の資本金組み入れ 

 中間純損失 

連結除外に伴う利益剰余金の増加 

 自己株式の取得 

 株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 

 

 

50,000 

 

△29,908

△50,000

△21,032

26,809

 

 

 

 

 

△15 

 

△29,908

―

△21,032

26,809

△15

中間連結会計期間中の変動額合計 50,000 ― △74,131 △15 △24,147

当中間期末残高 350,000 1,333 1,229,096 △2,898 1,577,531

 

 評価・換算差額等 
少数株主 

持分 
純資産合計 その他有価証券

評価差額金 

為替換算調

整勘定 

評価・換算差額等

合計 

当期首残高 17,533 △5,235 12,297 74,032 1,688,008

中間連結会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 

剰余金の資本金組み入れ 

 中間純損失 

連結除外に伴う利益剰余金の増加 

 自己株式の取得 

 株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 

 

△25,377

 

△35,027 △60,405

 

 

 

 

 

 

 

5,091 

△29,908

―

△21,032

26,809

△15

△55,313

中間連結会計期間中の変動額合計 △25,377 △35,027 △60,405 5,091 △79,460

当中間期末残高 △7,844 △40,263 △48,107 79,124 1,608,547

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １１

当中間連結会計期間（自 平成２３年４月１日 至 平成２３年９月３０日） 

（単位：千円） 

 株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 350,000 1,333 1,355,060 △2,898 1,703,495

中間連結会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 

 中間純利益 

 株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 

 

 

 

 

 

△29,907

17,990

 

 

 

 

△29,907

17,990

中間連結会計期間中の変動額合計 ― ― △11,917 ― △11,917

当中間期末残高 350,000 1,333 1,343,143 △2,898 1,691,578

 

 その他の包括利益累計額 
少数株主 

持分 
純資産合計 その他有価証券

評価差額金 

為替換算調

整勘定 

その他の包括利

益累計額合計 

当期首残高 4,503 △51,770 △47,266 63,414 1,719,643

中間連結会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 

 中間純利益 

 株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 

 

 

 

△19,960

 

 

 

△2,744

 

 

 

△22,704

 

 

 

 

9,247 

 

△29,907

17,990

△13,457

中間連結会計期間中の変動額合計 △19,960 △2,744 △22,704 9,247 △25,374

当中間期末残高 △15,456 △54,514 △69,971 72,661 1,694,268

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １２

前連結会計年度（自 平成２２年４月１日 至 平成２３年３月３１日） 

（単位：千円） 

 株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 300,000 1,333 1,303,227 △2,882 1,601,678

連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当 

 剰余金の資本金組み入れ 

当期純利益 

 連結除外に伴う利益剰余金の増加 

自己株式の取得 

株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額（純額） 

 

 

50,000 

 

△29,908

△50,000

104,931

26,809

 

 

 

 

 

 

△15 

 

 

△29,908

―

104,931

26,809

△15

連結会計年度中の変動額合計 50,000 ― 51,833 △15 101,817

当期末残高 350,000 1,333 1,355,060 △2,898 1,703,495

 

 その他の包括利益累計額 
少数株主 

持分 
純資産合計 その他有価証券

評価差額金 

為替換算調

整勘定 

その他の包括利

益累計額合計 

当期首残高 17,533 △5,235 12,297 74,032 1,688,008

連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当 

 剰余金の資本金組み入れ 

当期純利益 

連結除外に伴う利益剰余金の増加 

自己株式の取得 

株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額（純額） 

 

△13,029

 

△46,534 △59,564

 

 

 

 

 

 

 

△10,618 

△29,908

―

104,931

26,809

△15

△70,182

連結会計年度中の変動額合計 △13,029 △46,534 △59,564 △10,618 31,634

当期末残高 4,503 △51,770 △47,266 63,414 1,719,643

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １３

５．中間連結キャッシュ･フロー計算書 

                                          （単位：千円） 

              期 別 

 

 

 科 目 

前中間連結会計期間 

自 平  成  ２２ 年 ４ 月  １日 
（                  ）
至    平  成  ２２ 年 ９ 月 ３０日 

当中間連結会計期間 

自 平  成  ２３ 年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  ２３ 年 ９ 月 ３０日 

前連結会計年度 

自 平  成  ２２ 年 ４ 月  １日 
（                  ）
至    平  成  ２３ 年 ３ 月 ３１日 

(１)営業活動によるキャッシュ･フロー 

  税金等調整前中間（当期）純利益 

  減価償却費 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） 

  役員賞与引当金の増減額（△は減少） 

  役員退職慰労引当金の増減額（△は減少）

  貸倒引当金の増減額（△は減少） 

  受取利息及び受取配当金 

  支払利息 

  投資有価証券売却益（△は益） 

  投資有価証券評価損 

  ゴルフ会員権評価損 

売上債権の増減額（△は増加） 

  たな卸資産の増減額（△は増加） 

  仕入債務の増減額（△は減少） 

  その他 

   小    計 

  利息及び配当金の受取額 

  利息の支払額 

  法人税等の支払額 

 営業活動によるキャッシュ･フロー 

 

(２)投資活動によるキャッシュ･フロー 

  有形固定資産の取得による支出 

  投資有価証券の取得による支出 

投資有価証券の売却による収入 

貸付金の回収による収入 

ゴルフ会員権の取得による支出 

  その他 

 投資活動によるキャッシュ･フロー 

 

(３)財務活動によるキャッシュ･フロー 

  短期借入金の純増減額（△は減少） 

  長期借入れによる収入 

  長期借入金の返済による支出 

  配当金の支払額 

少数株主への配当金の支払 

自己株式の取得による支出 

財務活動によるキャッシュ･フロー 

 

(４)現金及び現金同等物に係る換算差額 

(５)現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

(６)現金及び現金同等物の期首残高 

(７)現金及び現金同等物の中間期末 

（期末）残高 

１２,５２２

８,６４１

△７,７９８

△５,０００

６,６４０

１０,２４０

△２３,０３０

１６,３７５

―

―

１,９７４

△４１２,１４６

△１１３,８４１

４３６,３７０

９３,６２７

 

４１,７０２ 

６,５４２ 

△３,９５９ 

△６,０００ 

７,８００ 

△１９２ 

△２０,０７２ 

１６,１７９ 

― 

６,４１１ 

― 

△６４５,４４０ 

△９１,８４９ 

１２１,９２８ 

１６４,９４３ 

１４２,６８８

１６,９７３

△７,９８０

１,０００

１４,０８０

１３,８３７

△４６,７３８

３１,５２５

△１２７,９３３

―

１,９７４

３７３,１０２

 △２４,０９９

△１５５,６５５

△３２,８７０

２４,５７５

２２,８７５

△１６,４２６

△１４,６０９

△４０２,００６ 

２０,０８６ 

△１６,２３３ 

△６,５９７ 

１９９,９０４

４６,５７４

△３１,２０７

△１９,２７５

１６,４１５

△１,１０８

△４,５０５

―

７８８

―

１,７２２

△４０４,７５１ 

 

 

△５５９ 

△４,９８８ 

― 

４２７ 

― 

２,４７１ 

１９５,９９５

△２,００４

△９,３８９

１７６,１００

１,１８２

△４,２４９

１,７７４

△３,１０２

１７１,２２８

―

―

△２９,２８２

―

△１５

△２,６４９ 

 

 

△５６,１１１ 

― 

△１,９２１ 

△２９,２７０ 

― 

― 

１６３,４１３

△８６,６３１

８７,４１９

―

△２９,３９４

△１０,０５０

△１５

１４１,９２９

△１３,４８６

△８７,３０４ 

 

△６,２０２ 

△３８,６７２

△３７,８５７

１４１,７５６

８４４,４５６

△５００,９０７ 

１,１２７,３３５ 

２８２,８７９

８４４,４５６

９８６,２１２

 

６２６,４２７ １,１２７,３３５
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６．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 １．連結の範囲に関する事項 

    連結子会社 ６社 

    三国（国際）有限公司、三国（上海）電器件有限公司、三国永業（天津）国際貿易有限公司、Mikuni 

Asia Pacific Pte.Ltd.、三国貿易（深圳）有限公司、MIKUNI SHOJI MALAYSIA SDN.BHD. 

    MIKUNI SHOJI MALAYSIA SDN.BHD.は平成 23 年 1 月に解散を決議し、現在清算手続中であります。 

２．持分法の適用に関する事項 

    持分法適用会社は、ありません。 

 ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

    三国（国際）有限公司、三国（上海）電器件有限公司、三国永業（天津）国際貿易有限公司、Mikuni 

Asia Pacific Pte.Ltd.、三国貿易（深圳）有限公司、MIKUNI SHOJI MALAYSIA SDN.BHD.の中間決

算日は、６月３０日であります。 

    中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 ４．会計処理基準に関する事項 

   （1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

 その他有価証券 

        時価のあるもの……………中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

         （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

        時価のないもの……………移動平均法に基づく原価法 

②たな卸資産……………主として総平均法に基づく原価法 

（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

③デリバティブ…………時価法 

   （2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

     ①有形固定資産 

       当社は定率法に、また、在外連結子会社は定額法によっております。 

ただし、当社は平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、

定額法によっております。 

②無形固定資産 

     定額法によっております。 

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（主として５年）

に基づく定額法によっております。 

（3）重要な引当金の計上基準 

     ①貸倒引当金 

        債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 

        a 一般債権 

                  貸倒実績率によっております。 

        b 貸倒懸念債権及び破産更生債権等 

          個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
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②役員賞与引当金 

  役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

  なお、当中間連結会計期間においては、金額を合理的に見積ることができないため計上して

おりません。 

      ③退職給付引当金 

        従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しており

ます。 

        過去勤務債務は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法によ

り費用処理しております。 

        なお、数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしてお

ります。 

④役員退職慰労引当金 

        役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

    （4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

        外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損 

益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、中間決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めております。 

   （5）中間連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲 

        手許現金、要求払預金及び取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資である。 

（6）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

       消費税等の会計処理 

       消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

 

会計処理の変更 

 

前中間連結会計期間 

自 平成２２年４月 １日 

（           ） 

至 平成２２年９月３０日 

当中間連結会計期間 

自 平成２３年４月 １日 

（           ） 

至 平成２３年９月３０日 

前連結会計年度 

自 平成２２年４月 １日 

（           ） 

至 平成２３年３月３１日 

（資産除去債務に関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間より、「資産除

去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第 18 号 平成 20 年３月 31 日）

及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針

第 21 号 平成 20 年３月 31 日）を適

用しております。 

なお、これによる営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益に与

える影響はありません。 

― （資産除去債務に関する会計基準等）

 当連結会計年度より、「資産除去債

務に関する会計基準」（企業会計基準

第 18 号 平成 20 年３月 31 日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第

21 号 平成 20 年３月 31 日）を適用

しております。 

なお、これによる営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益に与

える影響はありません。 
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表示方法の変更 

 

前中間連結会計期間 

自 平成２２年４月 １日 

（           ） 

至 平成２２年９月３０日 

当中間連結会計期間 

自 平成２３年４月 １日 

（           ） 

至 平成２３年９月３０日 

前連結会計年度 

自 平成２２年４月 １日 

（           ） 

至 平成２３年３月３１日 

（中間連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第 22 号 平成 20 年

12 月 26 日）に基づき財務諸表等規則

等の一部を改正する内閣府令（平成

21 年 3 月 24 日 内閣府令第５号）の

適用に伴い、当中間連結会計期間で

は、「少数株主損益調整前中間純損失」

の科目を表示しております。 

― （連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第 22 号 平成 20 年

12 月 26 日）に基づき財務諸表等規則

等の一部を改正する内閣府令（平成

21 年 3 月 24 日 内閣府令第５号）の

適用に伴い、当連結会計年度では、「少

数株主損益調整前当期純利益」の科目

を表示しております。 

 

 

追加情報 

 

前中間連結会計期間 

自 平成２２年４月 １日 

（           ） 

至 平成２２年９月３０日 

当中間連結会計期間 

自 平成２３年４月 １日 

（           ） 

至 平成２３年９月３０日 

前連結会計年度 

自 平成２２年４月 １日 

（           ） 

至 平成２３年３月３１日 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準） 

当中間連結会計期間の期首以後に

行われる会計上の変更及び過去の誤

謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会

計基準第24号 平成21年 12月４日）

及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第 24 号 平成 21 年

12 月４日）を適用しております。 

（包括利益の表示に関する会計基準）

 当連結会計年度より、「包括利益の

表示に関する会計基準」（企業会計基

準第 25 号 平成 22 年６月 30 日）を

適用しております。ただし、「その他

の包括利益累計額」及び｢その他の包

括利益累計額合計｣の前連結会計年度

の金額は、｢評価・換算差額等｣及び｢評

価・換算差額等合計｣の金額を記載し

ております。 

 

― 
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注 記 事 項 

（中間連結貸借対照表関係）                            （単位：千円） 

項  目 
前中間連結会計期間末 

（平成２２年９月３０日現在）

当中間連結会計期間末 

（平成２３年９月３０日現在） 

前連結会計年度末 

（平成２３年３月３１日現在）

１．有形固定資産の減価償却

累計額 

２．担保資産 

３．受取手形裏書譲渡高 

４．手形債権譲渡高 

３６４,５０４

６５,６２１

  １０,１４２

１,４３９,２６９

 

３７５,６６７ 

６３,５２６ 

  ６,３５５ 

１,４０８,１２３ 

３７１,８６９

６４,８００

  ７,３０４

１,４３５,９４３

 

（中間連結損益計算書関係）                            （単位：千円） 

項  目 

前中間連結会計期間 

自 平成 22 年 4月 1 日 

（           ）

至 平成 22 年 9月 30 日 

当中間連結会計期間 

自 平成 23 年 4月 1 日 

（           ） 

至 平成 23 年 9月 30 日 

前連結会計年度 

自 平成 22 年 4月 1 日 

（           ）

至 平成 23 年 3月 31 日 

１．販売費及び一般管理費のうち 

主要な項目及び金額 

荷造運賃 

従業員給料手当 

賞与 

役員賞与引当金繰入額 

退職給付費用 

役員退職慰労引当金繰入額 

貸倒引当金繰入額 

 

２．収益性の低下による簿価切下額

８５,８８３

３２１,８１７

７２,０１６

―

１９,０００

８,０４０

１０,２４０

売上原価      △ １,４８０

 

 

８０,１１１ 

３１５,８５５ 

６０,６３８ 

― 

１６,７４０ 

７,８００ 

― 

 

売上原価        ６,２４６ 

１７５,３９９

６３５,５３３

 １１８,５００

６,０００

３７,４１４

１５,４８０

１３,８３７

売上原価      △ ２,８４１

 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成２２年４月１日 至 平成２２年９月３０日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（株） 6,000,000 ― ― 6,000,000

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（株） 18,385 133 ― 18,518

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成22年 6月29日 

定時株主総会 
普通株式 29,908 5.00 平成 22年 3月 31日 平成 22 年 6月 30日

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  該当事項はありません。 
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当中間連結会計期間（自 平成２３年４月１日 至 平成２３年９月３０日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（株） 6,000,000 ― ― 6,000,000

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（株） 18,518 ― ― 18,518

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成23年 6月29日 

定時株主総会 
普通株式 29,907 5.00 平成 23年 3月 31日 平成 23 年 6月 30日

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  該当事項はありません。 

 

前連結会計年度（自 平成２２年４月１日 至 平成２３年３月３１日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 6,000,000 ― ― 6,000,000

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 18,385 133 ― 18,518

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成22年 6月29日 

定時株主総会 
普通株式 29,908 5.00 平成22年 3月31日 平成 22 年 6 月 30 日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議（予定） 
株式の 

種類 
配当の原資

配当金の 

総額（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成23年 6月29日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 29,907 5.00 平成23年 3月31日 平成 23 年 6 月 30 日

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １９

（中間連結キャッシュ･フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 

自 平成２２年４月 １日 

（            ） 

至 平成２２年９月３０日 

当中間連結会計期間 

自 平成２３年４月 １日 

（            ） 

至 平成２３年９月３０日 

前連結会計年度 

自 平成２２年４月 １日 

（            ） 

至 平成２３年３月３１日 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び預金勘定      

９８６,２１２千円 

現金及び現金同等物      

９８６,２１２千円 

 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び預金勘定      

６２６,４２７千円 

現金及び現金同等物      

６２６,４２７千円 

 

 現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

現金及び預金勘定      

１,１２７,３３５千円 

現金及び現金同等物     

１,１２７,３３５千円 

 

 

 

４．セグメント情報 

（1）報告セグメントの概要 

  当社の報告セグメントは、当社及び当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。 

  当社は、取扱商品別の事業部を国内に置き、各事業部は、取り扱う商品の販売について国内及び海外の包

括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。また、海外においては現地子会社が主体となって海外

での商品販売活動を行っております。 

  従って、当社グループは、当社（国内）における事業部を基礎とした取扱商品別のセグメントと、海外子

会社を基礎とした海外での商品販売を行うセグメントから構成されており、「金属事業」「電線事業」「化成

品事業」「海外」の４つを報告セグメントとしております。 

  「金属事業」は、表面処理鋼板、薄板、電磁鋼板、ブリキ、ステンレス、磨帯鋼等の販売を行っておりま

す。「電線事業」は、加工付電線、電子機器用電線、巻線、メッキ線、ゴム製品、絶縁線、裸線等の販売を

行っております。「化成品事業」は、銅張積層板、合成樹脂、絶縁材料、フィルム、半導体・電子部品等の

販売を行っております。「海外」は、各事業の取扱商品の販売を行っております。 

 

（2）報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

前中間連結会計期間（自 平成２２年４月１日 至 平成２２年９月３０日） 

（単位：千円） 

 報告セグメント 

調整額 

（注）1 

中間連結財

務諸表計上

額 

（注）2 

日 本 

海 外 計 金属 

事業 

電線 

事業 

化成品

事業 

売上高 

 外部顧客への売上高 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

 

2,513,039 

 

375,230 

2,936,368

261,763

3,296,569

246,587

3,169,312

309,057

 

11,915,290 

 

1,192,638 

―

△1,192,638

11,915,290

―

計 2,888,270 3,198,132 3,543,156 3,478,369 13,107,929 △1,192,638 11,915,290

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 

 

27,813 △16,524 14,178 53,836

 

79,303 △19,658 59,644

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△19,658 千円には、セグメント間振替高△6,438 千

円、各報告セグメントに配分していない全社費用△13,220 千円が含まれております。 

   ２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

 



 ２０

当中間連結会計期間（自 平成２３年４月１日 至 平成２３年９月３０日） 

（単位：千円） 

 報告セグメント 

調整額 

（注）1 

中間連結財

務諸表計上

額 

（注）2 

日 本 

海 外 計 金属 

事業 

電線 

事業 

化成品

事業 

売上高 

 外部顧客への売上高 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

 

2,303,331 

 

203,823 

3,239,611

189,534

3,269,036

221,136

2,438,451

642,727

 

11,250,431 

 

1,257,222 

―

△1,257,222

11,250,431

―

計 2,507,154 3,429,145 3,490,173 3,081,179 12,507,653 △1,257,222 11,250,431

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 

 

△13,879 3,348 33,188 17,952

 

40,610 16,582 57,192

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額 16,582 千円には、セグメント間振替高 3,455 千円、

各報告セグメントに配分していない全社費用 13,127 千円が含まれております。 

   ２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

前連結会計年度（自 平成２２年４月１日 至 平成２３年３月３１日） 

（単位：千円） 

 報告セグメント 

調整額 

（注）1 

連結財務諸

表計上額 

（注）2 

日 本 

海 外 計 金属 

事業 

電線 

事業 

化成品

事業 

売上高 

 外部顧客への売上高 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

 

4,946,304 

 

612,604 

5,845,166

378,277

5,936,372

546,264

6,407,097

580,157

 

23,134,940 

 

2,117,304 

―

△2,117,304

23,134,940

―

計 5,558,909 6,223,443 6,482,637 6,987,254 25,252,244 △2,117,304 23,134,940

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 

 

34,530 △46,518 △4,378 71,563

 

55,196 8,139 63,335

セグメント資産 1,345,345 1,435,071 1,574,352 2,155,030 6,509,800 1,063,104 7,572,905

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額 8,139 千円には、セグメント間振替高△2,577 千円、

各報告セグメントに配分していない全社費用 10,716 千円が含まれております。 

     また、セグメント資産の調整額 1,063,104 千円には、セグメント間振替高△665,198 千円、各報告セグ

メントに配分していない全社資産 1,728,303 千円が含まれております。 

   ２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ２１

（１株当たり情報） 

 

前中間連結会計期間 

自 平成 22 年 4月 1 日

（         ）

至 平成 22 年 9月 30 日

当中間連結会計期間 

自 平成 23 年 4月 1 日 

（         ） 

至 平成 23 年 9月 30 日 

前連結会計年度 

自 平成 22 年 4月 1 日

（         ）

至 平成 23 年 3月 31 日

１株当たり純資産額 

１株当たり中間（当期）純利益又は 

１株当たり中間（当期）純損失（△） 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益 

２５５円６９銭

△ ３円５２銭

潜在株式が存在しな

いため記載しており

ません。 

２７１円１０銭 

 

３円０１銭 

潜在株式が存在しな

いため記載しており

ません。 

２７６円８９銭

１７円５４銭

潜在株式が存在しな

いため記載しており

ません。 

 

(注) １株当たり中間(当期)純利益又は１株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前中間連結会計期間 

自 平成 22 年 4月 1 日

（         ）

至 平成 22 年 9月 30 日

当中間連結会計期間 

自 平成 23 年 4月 1 日 

（         ） 

至 平成 23 年 9月 30 日 

前連結会計年度 

自 平成 22 年 4月 1 日

（         ）

至 平成 23 年 3月 31 日

中間（当期）純利益又は 

中間（当期）純損失（△）（千円） 

普通株主に帰属しない金額（千円） 

普通株式に係る中間（当期）純利益又は 

中間（当期）純損失（△）（千円） 

普通株式の期中平均株式数（株） 

△ ２１,０３２

―

△ ２１,０３２

５,９８１,５７１

 

１７,９９０ 

― 

 

１７,９９０ 

５,９８１,４８２ 

１０４,９３１

―

１０４,９３１

５,９８１,５２６

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 

（開示の省略） 

リース取引関係、金融商品関係、有価証券関係、デリバティブ取引関係、退職給付関係、税効果会計関係、

関連当事者情報に関する注記事項については、中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられ

るため開示を省略しております。 

 

 


